
 

 

 

★ 地域内の主な経済指標の推移

前月比 前年比 前月比 前年比 前月比 前年比

人　　　　口 84,274 -29 -741 84,236 -38 -798 84,168 -68 -842 

世　帯　数 36,503 4 354 36,537 34 331 36,542 5 307

人　　　　口 394,487 -152 -1,918 394,343 -144 -1,905 394,273 -70 -1,845 

世　帯　数 175,525 11 660 175,495 -30 647 175,468 -27 680

人　　　　口 18,145 23 -227 18,132 -13 -240 18,095 -37 -246 

世　帯　数 7,306 23 40 7,316 10 47 7,292 -24 33

人　　　　口 56,922 60 213 56,895 -27 149 56,873 -22 101

世　帯　数 23,149 66 445 23,171 22 434 23,179 8 393

人　　　　口 141,730 -48 -772 141,662 -68 -866 141,643 -19 -872 

世　帯　数 58,701 28 569 58,696 -5 530 58,764 68 556

人　　　　口 1,916,092 -869 -15,963 1,915,165 -927 -16,321 1,914,063 -1,102 -16,447 

世　帯　数 796,684 327 5,413 796,845 161 5,100 797,146 301 5,191

関　　　　市 20 2 -15 25 5 6 ― ― ―

岐　阜　市 195 9 -76 195 0 -166 ― ― ―

美  濃  市 2 0 -2 3 1 0 ― ― ―

美濃加茂市 43 29 5 37 -6 2 ― ― ―

各 務 原 市 57 0 -12 79 22 -16 ― ― ―

岐　阜　県 749 81 -140 811 62 -100 ― ― ―

関市 有効求人倍率 1.12 0.02 -0.21 1.23 0.11 -0.10 ― ― ―

岐阜県内 有効求人倍率 1.46 0.02 -0.08 1.49 0.03 -0.07 ― ― ―

全　　国 有効求人倍率 1.20 0.04 -0.06 1.23 0.03 -0.05 ― ― ―

件　　　　　数 13 0 -1 12 -1 1 6 -6 -7 

金額（百万円） 1,404 379 -1,017 672 -732 -518 285 -387 -1,171 

令 和 ６ 年 １ ０ 月 発 行
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景気動向調査レポート
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

今回ＤＩ 前回ＤＩ
今後の
見通し

今回ＤＩ 前回ＤＩ
今後の
見通し

今回ＤＩ 前回ＤＩ
今後の
見通し

総合 ▲ 6.6 ▲ 2.0 ▲ 10.2 ▲ 7.1 ▲ 1.5 ▲ 4.0 ▲ 11.7 ▲ 10.6 ▲ 9.1

製造業 12.7 0.0 ▲ 1.8 7.2 ▲ 5.2 1.8 1.8 ▲ 8.7 1.8

卸売業 ▲ 26.3 ▲ 21.0 ▲ 5.2 ▲ 31.5 0.0 10.5 ▲ 26.3 ▲ 10.5 5.2

小売業 ▲ 23.5 6.0 ▲ 14.7 ▲ 17.6 3.0 0.0 ▲ 29.4 ▲ 6.0 ▲ 17.6

サービス業 ▲ 14.2 ▲ 2.9 ▲ 20.0 ▲ 11.4 2.9 ▲ 5.7 ▲ 20.0 2.9 ▲ 11.4

建設業 ▲ 2.7 ▲ 5.1 ▲ 5.4 0.0 0.0 ▲ 8.1 ▲ 2.7 ▲ 30.7 ▲ 13.5

不動産業 ▲ 6.2 6.6 ▲ 25.0 ▲ 12.5 ▲ 13.3 ▲ 37.5 ▲ 6.2 ▲ 6.6 ▲ 31.2

業種

業況 売上 収益

〇調査期間…令和６年７月～９月実績                             

            令和６年１０月～１２月予想 

〇調査時点…令和６年９月上旬 

〇調査対象…当金庫取引事業先 

〇調査方法…アンケート調査 

はじめに   

取引先中小企業の景気動向調査を実施し、取りまとめましたのでご報告いたします。 

調査は、令和６年７～９月期の景気実態と、令和６年１０～１２月期の景気予測など

について当金庫取引事業先の製造業・卸売業・小売業・サービス業・建設業・不動産業

の６業種から抽出した２１３社を対象にアンケート調査し、１９６社からご回答をいた

だきました（回収率９２．０１％）。 

主な指数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業況判断ＤＩは総合では▲6.6 となり、前回より 4.6 ポイント低下。業種別では製造

業、建設業が改善したものの、卸売業、小売業、サービス業、不動産業は低下した。 

今後の見通しは、総合では今回実績と比べさらに低下すると見込まれており、業種別

においては、卸売業、小売業は改善すると予測されているものの、製造業、サービス業、

建設業、不動産業はさらに低下すると予測されている。 

売上と収益は総合では低下したが、今後の見通しは売上、収益ともに改善すると予測

されている。 

 

業種別業況の推移  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＤＩとは景気や業況の動きを捉える

ための指数。  

ＤＩ＝（良い＋やや良い）－（やや悪い

＋悪い）  

なお、数値については、少数点第二位以

下を切り捨てて表示してあります。  

１  

業況は、低下した。  

今後の見通しはさら

に低下すると予測さ

れている。  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  

業況は、改善した。  

今後の見通しは低下

すると予測されてい

る。  

 

業況は、低下した。  

今後の見通しは改善

すると予測されてい

る。  

 

業況は、低下した。  

今後の見通しは改善

すると予測されてい

る。  

業況は、低下した。  

今後の見通しはさらに

低下すると予測されて

いる。  

 



 

 

今回ＤＩ 前回ＤＩ
今後の
見通し

今回ＤＩ 前回ＤＩ
今後の
見通し

今回ＤＩ 前回ＤＩ
今後の
見通し

総合 ▲ 6.6 ▲ 2.5 ▲ 6.6 18.3 22.3 10.7 40.3 47.7 33.1

製造業 ▲ 1.8 1.7 ▲ 1.8 18.1 21.0 10.9 30.9 52.6 21.8

卸売業 0.0 5.2 5.2 42.1 36.8 26.3 68.4 47.3 36.8

小売業 ▲ 11.7 ▲ 6.0 ▲ 11.7 29.4 27.2 23.5 47.0 39.3 44.1

サービス業 ▲ 14.2 ▲ 5.8 ▲ 14.2 5.7 29.4 0.0 45.7 55.8 42.8

建設業 ▲ 5.4 ▲ 7.6 ▲ 5.4 27.0 20.5 13.5 45.9 56.4 43.2

不動産業 ▲ 6.2 0.0 ▲ 12.5 ▲ 25.0 ▲ 13.3 ▲ 18.7 0.0 6.6 0.0

業種

資金繰り 販売価格 仕入れ価格

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金繰りは総合で低下。業種別では建設業が改善し、製造業、卸売業、小売業、サ

ービス業、不動産業は低下した。今後の見通しは、卸売業は改善、不動産業はさらに

低下、その他の業種はほぼ同様と予測されている。 

販売価格は総合で低下。業種別では卸売業、小売業、建設業は上昇したものの、製

造業、サービス業、不動産業は低下した。今後の見通しは、不動産業は上昇し、他の

業種はさらに低下すると予測されている。 

仕入れ価格は総合で低下。業種別では卸売業、小売業は上昇し、製造業、サービス

業、建設業、不動産業は低下した。今後の見通しは、不動産業を除き低下すると予測

されている。 

３  

 

業況は、改善した。  

今後の見通しは低下

すると予測されてい

る。  

 

 

業況は、低下した。  

今後の見通しはさら

に低下すると予測さ

れている。  



 

 

今回ＤＩ 前回ＤＩ
今後の
見通し

今回ＤＩ 前回ＤＩ
今後の
見通し

総合 ▲ 5.1 ▲ 2.0 ▲ 3.5 ▲ 16.3 ▲ 18.7 ▲ 16.3

製造業 7.2 ▲ 5.2 ▲ 1.8 ▲ 21.8 ▲ 22.8 ▲ 21.8

卸売業 ▲ 10.5 ▲ 10.5 ▲ 5.2 ▲ 21.0 ▲ 21.0 ▲ 15.7

小売業 ▲ 8.8 6.0 0.0 ▲ 11.7 ▲ 9.0 ▲ 17.6

サービス業 ▲ 14.2 2.9 ▲ 5.7 ▲ 20.0 ▲ 20.5 ▲ 20.0

建設業 ▲ 5.4 ▲ 5.1 ▲ 5.4 ▲ 13.5 ▲ 23.0 ▲ 10.8

不動産業 ▲ 12.5 0.0 ▲ 6.2 0.0 ▲ 6.6 0.0

業種

残業時間 人手

今回ＤＩ 前回ＤＩ
今後の
見通し

今回 前回
今後の
見通し

総合 ▲ 9.4 ▲ 10.9 ▲ 9.4 20.12 19.19 21.05

製造業 ▲ 9.0 ▲ 14.0 ▲ 10.9 26.92 21.43 30.19

卸売業 ▲ 15.7 ▲ 10.5 ▲ 15.7 17.65 5.56 17.65

小売業 ▲ 11.7 ▲ 18.1 ▲ 11.7 21.88 23.33 16.13

サービス業 ▲ 17.1 ▲ 11.7 ▲ 14.2 18.18 25.81 18.18

建設業 2.7 0.0 2.7 11.43 13.51 16.22

不動産業 - - - - - -

設備の状況 設備投資の実施率
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【経営上の問題点】
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【当面の重点施策】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残業時間は総合で減少。業種別では小売業、サービス業、建設業、不動産業は減少

したが、製造業は増加し、卸売業は前回同様となった。今後の見通しは、製造業、建

設業を除き増加すると予測されている。 

人手については総合で不足感が緩和した。業種別では製造業、サービス業、建設業、

不動産業は弱まり、卸売業は前回同様、小売業は強まった。今後の見通しは、小売業

はさらに強まり、製造業、サービス業、不動産業はほぼ同様、卸売業、建設業は弱ま

ると予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備状況の不足感は総合で弱まり、今後の見通しはほぼ同様と予測されている。 

設備投資実施企業の割合は増加しており、今後の見通しはさらに増加すると予測さ

れている。 
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利用しており、自社

ホームページも開設
56.9%利用しているが、自社

ホームページは未開設
22.0%

利用していないが、

今後利用したい
3.1%

利用することは

考えていない
18.0%

【 インターネットの利用 】

利用している
74.0%

利用していないが、

今後利用したい
3.1%

利用することは

考えていない
22.9%

【 電子メールの利用 】

夜間や休日でも利用できる
14.7%

社内全体のＩＴ

化・事務負担

軽減
16.7%

残高管理が容易である
19.3%

金融機関の店舗に

行く必要がない
32.7%

契約しているがほ

ぼ使っていない
16.6%

【 契約している 】

金融機関職員が訪問

するから不要
37.9%

パスワード管理等

操作が面倒
12.1%

セキュリティに不安がある
4.6%

利用する機会が

ない
33.3%

インターネット利用

環境がない
12.1%

【 契約していない 】

対応した
13.9%

対応の必要性を

感じているが、

まだ対応してい

ない
9.8%

対応の必要性を感じていない
76.3%

【 新紙幣発行に伴う対応 】

既に導入済みで

さらに強化した
3.6%

既に導入済

みで強化は

していない
51.3%

新たに導入した
1.5%

導入していない
43.6%

【 キャッシュレス支払手段 】

特別調査 中小企業におけるデジタル化とキャッシュレスへの対応について 

問１．インターネットと電子メールの利用について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２．インターネットバンキングの契約について  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

問３．新紙幣発行に伴う対応（設備投資など）とキャッシュレス支払手段について  
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10.6%

1.5%

4.7%
1.3%

0.2%

9.5%

6.2%

0.2%15.4%

50.4%

2.9%

14.9%

7.5%

4.6%
5.0%

5.0%
8.7%

3.3%2.1%

46.0%

 

問４．取引先や顧客との決済時に活用しているキャッシュレス支払手段について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５．キャッシュレス支払手段を導入して不満に感じた事、または導入していない理由

について  
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当金庫ではスマートフォンのアプリ「ＬＩＮＥ」において、  

「ＬＩＮＥ@」のアカウントを開設いたしました。「友だち登  

録」していただいたお客さまにキャンペーン情報や地域のイ  

ベント等をご提供いたします。公式アカウントからＩＤまた  

は公式アカウントを検索するか右のＱＲコードを読み込んで  

ください。(ID：dum4286b) 


